運用規定　改定案　　　　　　　　　　　　　2004年度理事会・総会　2004/5/14

1． 総則

（運用規定の主旨）

第１条　本法人の活動で定款に定められていない運用細則は原則として理事会にて決定する。各種の理事会決定事項について、その決定方針を明確にするため本運用規定を設ける。

なお、定款に反する、或いは矛盾する運用規定を定めることは出来ない。

（追加変更）

第2条 運用規定は必要に応じ、理事会が適宜追加変更する。

（経営委員会の設置）

第3条 理事会は本法人の経営を円滑に遂行するために、経営委員会を設けることが出来る。経営委員会は理事会の委任を得て、本法人の経営に関する業務を執行する。

（経営委員の選任等）

第4条 本法人の経営活動を積極的に支えることを約束できる正会員が経営委員の資格を

有し、理事会が選任する。

また、経営委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。

（運営委員会の設置）

第5条 理事会は部会間の連携等、本法人の円滑な活動の遂行を図るために、運営委員　　

会を設けることが出来る。運営委員会は理事会の委任を得て、本法人の運営に関する業務を執行する。

（運営委員の選任）

第6条 運営委員は部会の主査、副主査から理事会が選任する。

また、運営委員の任期は1年とする。ただし、再任を妨げない。

2． 部会に関する運用規定

（部会の設立）

第1条 部会は会員が理事会に素案をもって、部会新設を提案し理事会の議決を得　　

て設立する。理事会に提案する部会新設案には、主査、副主査候補と成果物とその期日等の活動計画が示されていなければならない。理事会は主査、副主査を含めて議決する。

　

（解散）

第2条 部会の解散は理事会の議決による。

（主査の交代・解任）

第3条 部会主査の交代は理事会にて承認する。部会主査の解任は部会の解散とみなす。

（部会メンバー）　

第4条 部会は事務局に申込・登録された部会メンバー（個人）からなる。

また、本法人の会員を部会メンバーとして登録できる。

（成果物）

第5条 部会の各成果物には次の状態がある。

（1） ワーキングドラフト（ＷＤ）

（2） 部会ドラフト（ＴＤ）

（3） コンソーシアムドラフト（ＣＤ）

（4） パブリックリリース（ＰＲ）

2． 部会設立時の部会成果物素案はワーキングドラフト（ＷＤ）であり、

部会内での審議・修正の期間、ワーキングドラフト（ＷＤ）の状態である。

3． ワーキングドラフトは、主査の判断と部会メンバーの合意により部会ドラフト

（ＴＤ）になる。部会ドラフトは理事会に提出され、理事会によって、

本法人の正会員全体の投票に付される。

4． 正会員の過半数の賛成（YesおよびYesWithComments）をもって、コンソーシア

ムドラフト（ＣＤ）になる。過半数の賛成が得られなければ、ＷＤにもどる。

5． コンソーシアムドラフト（ＣＤ）は、その部会での最終編集を経て、理事会の

承認のもとに、パブリックリリース（ＰＲ）となる。

（著作権表示）

第7条 成果物には著作権表示を行う。以下にサンプルを示す。

（投票）

第8条 投票では、各正会員は次のいずれかを投票する。

· Yes（無条件賛成）

· YesWithComments（コメント付き賛成、コメント反映されるのが望ましいが、

そうでなくても賛成の意）

· No（無条件反対）

· NoWithComments（コメント付き反対、コメントが反映されれば賛成の意）

（投票手順及び期間）

第9条 投票の手順は、以下の通りとする。

（1） 理事会よりメールにて全正会員宛に投票を依頼

（2） 各会員は原則として２週間以内に事務局宛にメールにて投票

（3） 事務局は遅滞なく投票結果をまとめ、理事会と部会主査に投票結果を報告

（4） 過半数の賛成を得た場合には

（４－１）部会より理事会に最終編集方針を報告

（４－２）理事会より投票結果と最終編集方針を会員に報告

賛成を得られなかった場合には、理事会より投票結果を会員に報告

（年会費及び期間）

第10条 　期の途中で本法人に入会する会員の年会費の徴収については以下の通りとする。

（1） 9月1日より1月末日の期間に入会する場合、年会費を1/2とする。

（2） 2月1日より3月末日の期間に入会する場合、年会費は翌年度から徴収する。
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